
また、個人情報保護法の改正と番号法の施行についても詳解いたします。

さて、

日経関発第 3 1－0 6 1 8 号
2 0 1 9 年 2 月 1 2 日

2019年 6月11日（火）
6月12日（水）

※宿泊料は変更になる場合がございます。
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　本会の事業活動には、平素より格別なご支援ご協力を賜り、厚くお礼申しあげます。
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